
和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例の制定について（概要） 

 

教育・こども部学校教育室   
 

１ 主な制定の理由 

  令和３年３月に公立学校義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関

する法律が一部改正され、公立小学校における１学級の児童数が段階的に３５人に

引き下げられる（少人数学級編制）。 

  公立中学校においては上述の措置はないが、生徒一人ひとりの教育的ニーズに応

じたきめ細かな指導を行い、生徒の学力向上及び生徒指導の充実を図るべく、和泉

市立中学校においても市独自に少人数学級編制を推進する必要がある。 

  少人数学級編制の実現のために、任期付職員として市費負担教育職員の採用を行

う必要があるが、府費負担教職員と給与等について整合を図る必要があることから、

給与等に係る特例事項を定める「和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に

関する条例」を新たに制定する。 

 

２ 主な制定の内容 

  以下のことを定めることにより、府費負担教職員と給与等の整合を図る。 

（１）給料に関すること 

   大阪府の小・中学校教育職給料表と同様の給料表を規定する。 

（２）手当に関すること 

手当種別 内容 

教員特殊業務手当 
1,800円～8,000円 

※週休日のクラブ活動等の手当 

義務教育等教員特別手当 13,500円～22,900円（号給に応じて定める） 

宿日直手当 
勤務 1回につき 6,700円 

(半日直勤務は 3,350円) 

期末手当 期末手当基礎額に 100分の 120を乗じて得た額 

勤勉手当 勤勉手当基礎額に 100分の 100を乗じて得た額 

退職手当 

在職期間の計算について、退職した場合において、その者が再

び府費負担教育職員となったときは、引き続いて在職したもの

とみなす。 

 ※地域手当、住居手当、通勤手当等については、市の任期付職員と同じ。 

（３）休暇等に関すること 

手当種別 内容 

部分休業 15分単位で１日最大２時間 

子育て部分休暇 15分単位で１日最大２時間 

（４）給与条例の適用除外 

   給与条例で規定されている時間外勤務手当及び休日勤務手当については、府費

負担教職員と同様に支給しない。 

 

令和5年1月30日時点



 

３ 和泉市教育委員会規則において規定する内容 

  本条例で規定する内容ではないが、休暇制度等についても府費負担教職員と整合

性を図る必要があるため、別に教育委員会規則を定める必要がある。 

（１）休暇等 

   ・早出遅出勤務 

（２）休業等 

   ・育児休業 

（３）特別休暇 

   ・産前産後休暇 ・育児参加 ・子育て部分休暇 ・忌引休暇 ・ボランティア 

（４）欠勤 

   ・介護欠勤 

 

４ スケジュール 

令和５年２月２日 教育委員会第２回定例会 

    ２月、３月 市議会第１回定例会 

    ７月～１１月 採用試験受付期間 

    １２月 合格発表 

令和６年４月１日 条例施行・採用開始 

 

５ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

６ 令和６年度当初の市費負担教育職員配置予定 

  以下の６校に９人の市費負担教育職員を配置する予定としている。 

  ・和泉中学校 

  ・郷荘中学校 

  ・北池田中学校 

  ・南池田中学校 

  ・光明台中学校 

  ・信太中学校 

令和5年1月30日時点



【　少人数学級編制実施市一覧①（R3.5.24現在）　】

No. 市町村 対象学年 支援学級籍児童の
ダブルカウントの有無 常勤・非常勤 給料表 休暇制度 地域手当 期末勤勉手当 義務教育等

教員特別手当
目的・必要性 〔常・非常講師〕活用例 報酬 現状・成果　 課題

1 泉佐野市

H28～　3・4年（35人）

H29～　3～6年（35人）

H4  ～  4～6年（35人）

無 市費常勤
【任期付市職員】

府の給料表
（小中学校教育職給料
表）

府の休暇制度に準ずる
府に準ずる：　11.8％
行政職員は11.8％より
低い

府に準ずる
府の別表　1級に準じる
2,000円～4,800円

・学力低下の課題
・子どもたちの精神的な安定を図る
・全国学調を意識

各学校長判断
・専科指導教員（音・理・家）
・担任
・支援担任

府費常勤講師の給料表（１級）
を参照
交通費・住居手当・出張旅費

☆児童の問題行動は減少傾向にある。
・学力については横ばい。
※客観的な数値データは無く、校長へのヒアリング等
による。

★常勤講師の人材確保
【募集】府の選考終了後（10月末～）
【選考】：①筆記（論文：事例対応）
　　　　　 ②面接

2 枚方市

H24～　3年（35人）

H27～　3・4年（35人）

　　 ～  1～4年（35人）
　　　　  5・6年（40人）

　　　　　　　　　有
（１年～４年生について、市独自の判
断でダブルカウントを行っている。）

・小　１～４年支援在籍学級児童を含
む35人学級

・小　５、６年支援在籍学級児童を含
む40人学級

市費常勤
【任期付市職員】

府の給料表
（小中学校教育職給料
表）

市の任期付職員休暇制
度 10% 府に準ずる

府の別表　1級に準じる
2,000円～4,800円

・きめ細やかな支援・指導

各学校長判断
・専科指導教員（音・理・家）
・3・4年生の担任がメイン
・支援担任

府費常勤講師の給料表
交通費・住居手当・出張旅費

☆一定の効果（子どもの落ち着き等）は見られる。
・効果検証はしていない。
※客観的な数値データは無く、校長へのヒアリング等
　 による。

★常勤講師の人材確保
　・優秀な人材が集まりにくい
　・採用選考試験実施しなければいけないので、
　　府の常勤講師の手続きのようにすぐに人を
　　学校現場へ配置することができない。
【募集】府の選考終了後（1２月末～）
【選考】：①筆記（論文：事例対応）
　　　　 　②面接

3 高槻市

H24～　6年（35人）非29H
　
H25～　3年～6年（35人）

H26～　22学級以上（35人）

Ｒ4～　　4年～6年（35人）
　　　　　 中1年（35人）

無

市費常勤
【任期付市職員】※任用3年
38人～40名/年　任用
　　　　　＋
市費非常勤２９H：専科指導
【一般職員】（２２学級以上）
Ｒ３から廃止。指導改善にて
対応。

市独自の給料表 府の休暇制度に準ずる 府に準ずる
府の別表　1級に準じる
2,000円～4,800円

・学力低下の課題
・子どもたちの精神的な安定を図る
・市長公約
・生徒指導上の課題

各学校長判断
・専科指導教員（音・理）
・担任
・支援担任

府費常勤講師の給料表（市費常勤
講師若干高めに設定）
交通費・住居手当・出張旅費
共済保険加入（正規職員と同様）

※必ずしも府に連動しているわけ
　 ではない。

☆児童の問題行動は減少傾向にある。
☆学力については若干上がった。
※客観的な数値データは無く、校長へのヒアリング等
による。

★常勤講師の人材確保（市費希望者多数）
・選考手順を踏まないといけないため、
　現場教員に急な病気休暇取得者が
　出た場合、配置までに時間がかかる。
【募集】府の選考終了後（１２月末～）
【選考】：①筆記（論文　120分）
　　　　 　②面接（15分）

4 豊中市

H26～　3年～　非常勤

H27～　3年～
　　　　　　常勤＋非常勤
R4～　 ４年～（35人）
          常勤＋非常勤

無

市費常勤
【任期付市職員】
＋
市費非常勤３０H（12校）：専
科指導
【一般職員（月額）】

・学力低下の課題
・子どもたちの精神的な安定を図る
・生徒指導上の課題
・支援学級在籍児童の増加
・市長公約

各学校長判断
・専科指導教員（音・理・家）
・担任
・支援担任

府費常勤講師の給料表
交通費・住居手当・出張旅費

☆児童が落ち着いている。
☆教職員に余裕が生まれ今まで見えなかった課題
　 がみえるようになった。
☆児童一人ひとりに行き届いた支援・指導がしやす
い。
※客観的な数値データは無く、校長へのヒアリング等
による。

★常勤講師(4名）の人材確保
・優秀な人材が集まりにくい
・非常勤ではなく常勤希望者が多数。
（非常勤については集まりにくい）
【募集】府の選考終了後（1２月末～）
【選考】：①筆記（論文：事例対応）
　　　　 　②面接

5 東大阪市 H28～　4年（35人） 無
市費常勤
【市費負担教職員】
若い方・経験年齢の浅い方

府の給料表
（小中学校教育職給料
表）

府の休暇制度に準ずる 10% 府に準ずる ・指導に充実

各学校長判断
・専科指導教員（音・理・家）
・担任
・支援担任

府費常勤講師の給料表
交通費・住居手当・出張旅費

☆少人数学級編制への保護者の評価は高い。
・今後、客観的な効果検証を検討している。
　（学力テスト？）
※客観的な数値データは無く、校長へのヒアリング等
による。

★市教委の定数管理が煩雑になる
★講師育成に時間を要する
★府費→市費　年休が引き継げない
【選考】面談

6 交野市 H26～　3・4年（35人）

H29～　4年～6年（35人）

無 市費常勤
【任期付市職員】

市の任期付職員給料
表

府と市の休暇制度
（給料月額+扶養手当）
×10％

府に準ずる

固定
2,600円　4年制大学
2,300円　短期大学
3年以上任期付として
勤務する者がいないた
め。

・3年・4年の学力におけるつまづき
  の改善、学力向上

各学校長判断
・専科指導教員（音・理・家）
・担任
・支援担任△
・府加配×

市の条例で定めている給料表
3手当て（交通費・住居手当・出張旅
費）

☆授業アンケート結果より
（授業が楽しい。質問しやすい。児童間のトラブル減）
・学力についてははっきりしない。

★人材育成
（府の研修に参加できない）
★給食費、保険、休暇
★選考試験（法律で決まっている任期付）
【選考】①論文
　　　　 ②面接

7 門真市 H26～　5・6年（35人） 無 市費常勤
【任期付市職員】

市の任期付職員給料
表

府の休暇制度に準ずる 14% 府に準ずる
府の別表　1級に準じる
2,000円～4,800円

・学力低下の課題
・子どもたちの精神的な安定を図る
・少人数指導のきめ細やかさ

各学校長判断
・専科指導教員（音・理・家）
・担任
・支援担任△
・府加配×

条例で別表
府費常勤講師の給料表（1級）
交通費・住居手当・出張旅費

☆学校アンケート
（丁寧な指導・保健室入室児童減少・授業中の挙手率
の上昇）
・学力については横ばい。

★人件費がかかる（手当て等）
（７００～８００万　決算：５５０万）
★優秀な人材の確保
★選考試験（法律で決まっている任期付）
【選考】①論文「どのように授業づくりをするのか」
　　　　 ②面接

8 寝屋川市
H28～　3年（35人）

R4 ～　4・5年（35人）
無

市費常勤
【会計年度職員（アルバイ
ト）】

市の会計年度給料表 市の会計年度職員休暇制
度

・地域手当なし。時間外手
当を付けている。 市

・学力低下の課題
・少人数指導のきめ細やかさ
　　（きめ細かな学級経営）
・市長公約

・原則3年生担任
・1年～3年の少人数担当

・日額：13,000円
・１日あたり２時間までは時間外勤
　務手当あり
・交通費支給
・住居手当・ボーナス・退職手当なし

☆学校アンケート
・保護者からの反応は非常によい
○子どもの授業に対する興味関心の向上
○授業理解の向上
○質問しやすい環境
・市独自のテストを実施したところ、学力向上がみられ
た。

★優秀な人材の確保（即戦力が集まりにくい）
★選考試験は実施していない

9 富田林市
H19～　中3（35人）8
校
H23～　6年（35人）

無
市費常勤
【会計年度任用職員】
※勤務時間はフルタイム職
員より１５分短く設定

市の会計年度給料表 市の会計年度職員休暇制
度

・地域手当は無いが、その
分給料月額に含む

市
・少人数指導のきめ細やかさ
　　（きめ細かな学級経営）

・学年、担当等、職員の配置に
ついては学校長の判断

・月額（約25万2千円）年間360万
・市の条例で定めている給料表
・交通費支給、（住居手当なし）
・ボーナス（夏・冬）あり。各1.3ケ月
分

☆学校アンケート
・教員、保護者からの反応は非常によい
○担任の目が行き届きやすい
○授業理解の向上
・市の主観的な判断として学力向上がみられた。

★優秀な人材の確保（即戦力が集まりにくい）
★選考試験は実施していない（面接）

10 池田市

H18～　3年（35人）
H29～　3・4年（35人）
R4～　 4年～6年（35
人）

無
市費常勤
【会計年度任用職員】 市の会計年度給料表 市の会計年度職員休暇制

度
15% 市

・学力低下の課題
・少人数指導のきめ細やかさ
　　（きめ細かな学級経営）
・学校生活の円滑

・音楽、家庭科、体育等の専科
を担当

・時間給：2,860円（府と同額）
・交通費支給
・住居手当・ボーナス・退職手当なし

☆学校アンケート
・保護者からの反応は非常によい
・教職員の業務負担軽減
・学力向上を図っている。（客観的な根拠はなし）

★優秀な人材の確保には苦慮している
★選考試験は実施していない（面接）

11 堺市
H29～　3年～6年（38人）

R4～　3年～6年（38人）
無 市費常勤 堺市の別表　1級

3,500円～8,200円

・学力低下の課題
・少人数指導のきめ細やかさ
　　（きめ細かな学級経営）
・以前から強い要望があった

・当該学年（3年～6年生）
・1年～3年の少人数担当

・堺市の条例で定めている給料表
・交通費支給
・住居手当・ボーナス・退職手当

☆学校アンケート
・現場からの反応は非常によい

★優秀な人材の確保（堺市への登録）
★選考試験は実施していない（面談）
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議案第   号 

 

   和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例制定について 

 

 和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例を次のように制定する。 

 

  令和 ５ 年 ２ 月１７日提出 

 

和泉市長 辻  宏 康   

 

 

    理 由 

 和泉市立中学校における少人数学級編制の実現に向けて、教育職員を一般職の任期付職員として市費負担で採用するに当たり、府費負担

教職員との整合を図るために、給与等について特例を定める必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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和泉市条例第   号 

 

   和泉市任期付市費負担教育職員の給与等の特例に関する条例（案） 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、和泉市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が和泉市一般職の任期付職員の採用に関する条例（平成３１年和泉

市条例第３号）第２条の規定により採用された教育職員（以下「市費負担教育職員」という。）について、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２４条第５項の規定に基づき、和泉市職員の給与に関する条例（昭和３８年和泉市条例第１６号。以下「給与条例」とい

う。）及び和泉市職員の勤務時間等に関する条例（昭和３２年和泉市条例第２９号。以下「勤務時間条例」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （給与の特例） 

第２条 給与条例第３条第１項の規定にかかわらず、市費負担教育職員の給与は、給料並びに扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、特殊勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特別手当及び退職手当とする。 

２ 給与条例第５条第２項の規定にかかわらず、市費負担教育職員には、別表に定める給料表（以下「給料表」という。）を適用する。 

３ 給与条例第６条第２項の規定にかかわらず、新たに給料表の適用を受ける市費負担教育職員となった者の号給は、教育委員会規則で定

める初任給の基準に従い決定する。 

 （教職調整額） 

第３条 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号）第３条第１項の規定により、市費負

担教育職員にその者の給料月額の１００分の４に相当する額の教職調整額を給与の支給方法に準じて支給する。 

２ 市費負担教育職員に係る給与条例第１０条、第１１条、第１４条の２、第２５条及び第２６条の規定の適用については、前項の教育調

整額は、給料とみなす。 
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 （教員特殊業務手当） 

第４条 市費負担教育職員が次に掲げる業務に従事した場合において、当該業務が次項の表の上欄に掲げる業務の区分に応じ、それぞれ同

表の中欄に定める場合に該当するときに、特殊勤務手当として教員特殊業務手当を給与の支給方法に準じて支給する。 

（１）学校の管理下において行う非常災害時等の緊急の業務で次に掲げるもの 

  ア 非常災害時における児童若しくは生徒の保護又は緊急の防災若しくは復旧の業務 

  イ 児童又は生徒の負傷、疾病等に伴う救急の業務 

  ウ 児童又は生徒に対する緊急の補導の業務 

（２）修学旅行、林間学校、臨海学校等（学校が計画し、及び実施するものに限る。）において、児童又は生徒を引率して行う指導の業務で

宿泊を伴うもの 

（３）教育委員会規則で定める対外運動競技等において、児童又は生徒を引率して行う指導の業務で宿泊を伴うもの 

（４）学校の管理下において行われる部活動（正規の教育課程としてのクラブ活動に準ずる活動をいう。）又は補習若しくは講習（正規の教

育課程に基づかない学習指導で、学校が計画し、及び実施するものに限る。）における児童又は生徒に対する指導の業務で、勤務時間条

例第４条第１項に規定する週休日若しくは同条例第７条第２項に規定する休日、宿直勤務若しくは日直勤務を命ぜられて当該勤務を行

う日又は勤務時間等条例第６条の２第１項の規定により超勤代休時間を指定されて当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務した

職員にあっては当該休日に変わる代休日（以下「週休日等」という。）に行うもの 

２ 教員特殊業務手当の額は、業務に従事した日１日につき、次の表の左欄に掲げる業務ごとに同表の中欄に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定める額とする。 

業務 区分 手当の額 

前項第１号に掲げる業務 １ 週休日等において、従事した時間が７時間

４５分以上であるとき。 

２ 週休日等以外の日において、正規の勤務時

前項第１号アに掲げる業務にあっては８，００

０円（被害が特に甚大な非常災害の際に当該業

務が行われた場合（教育委員会規則で定める場
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間以外に従事した時間が６時間以上であると

き。 

合に限る。）にあっては、その額にその１００

分の１００に相当する額を加算した額）、同号

イ又はウに掲げる業務にあっては７，５００円 

３ 週休日等において、従事した時間が５時間

以上７時間４５分未満であるとき。 

４ 週休日等において、正規の勤務時間以外に

従事した時間が３時間以上６時間未満である

とき。 

前項第１号アに掲げる業務にあっては４，００

０円（被害が特に甚大な非常災害の際に当該業

務が行われた場合（教育委員会規則で定める場

合に限る。）にあっては、その額にその１００

分の１００に相当する額を加算した額）、同号

イ又はウに掲げる業務にあっては、３，７５０

円 

前項第２号及び第３号に掲げる業務 その日において、従事した時間が７時間４５分

以上であるとき。 

５，１００円 

前項第４号に掲げる業務 １ 週休日等において、従事した時間が引き続

き４時間以上であるとき。 

３，６００円 

２ 週休日等において、従事した時間が引き続

き２時間以上４時間未満であるとき。 

１，８００円 

 （義務教育等教員特別手当） 

第５条 市費負担教育職員には、義務教育等教員特別手当を給与の支給方法に準じて支給する。 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、２２，９００円を超えない範囲内で、号給の別に応じて、教育委員会規則で定める。 

３ 前２項に定めるもののほか、義務教育等教員特別手当の支給に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 （宿日直手当の特例） 
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第６条 市費負担教育職員に係る給与条例第２３条の規定の適用については、同項中「４，２００円」とあるのは「６，７００円」と、「２，

１００円」とあるのは「３，３５０円」とする。 

 （期末手当の特例） 

第７条 市費負担教育職員に係る給与条例第２５条第３項の規定の適用については、同項中「１００分の６７．５」とあるのは「１００分

の１２０」とする。 

 （勤勉手当の特例） 

第８条 市費負担教育職員に係る給与条例第２６条第２項第２号の規定の適用については、同項中「１００分の４７．５」とあるのは「１

００分の１００」とする。 

 （退職手当の特例） 

第９条 給与条例第３７条第３項の規定に関わらず、市費負担教育職員が退職した場合（給与条例第３８条第１項各号のいずれかに該当す

る場合を除く。）において、その者が退職の日又はその翌日に再び市費負担教育職員となったときは、給与条例第３７条第１項及び第２項

の規定による在職期間の計算については、引き続いて在職したものとみなす。 

 （給与条例の適用除外） 

第１０条 市費負担教育職員には、給与条例第１７条及び第１８条の規定は、適用しない。 

 （部分休業の特例） 

第１１条 市費負担教育職員に係る和泉市職員の育児休業等に関する条例（昭和４年和泉市条例第２号）第１０条第１項の規定の適用につ

いては、同項中「３０分」とあるのは「１５分」とする。 

 （休暇の種類の特例） 

第１２条 和泉市職員の勤務時間等に関する条例（昭和３２年和泉市条例第２９号。）第８条各号の規定にかかわらず、市費負担教育職員の

休暇の種類は次に掲げるとおりとする。 

（１）年次有給休暇 
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（２）特別休暇 

（３）介護休暇 

（４）子育て部分休暇 

 （教育委員会規則への委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

  市費負担教育職員給料表 

号給 給料月額 

 

１ 

円 

１６３，１００ 

２ １６４，６００ 

３ １６６，１００ 

４ １６７，６００ 

５ １６９，３００ 

６ １７１，２００ 

７ １７３，０００ 

８ １７４，８００ 

９ １７６，５００ 
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１０ １７８，５００ 

１１ １８０，５００ 

１２ １８２，４００ 

１３ １８４，２００ 

１４ １８６，４００ 

１５ １８８，１００ 

１６ １９０，７００ 

１７ １９２，８００ 

１８ １９５，４００ 

１９ １９７，８００ 

２０ ２００，１００ 

２１ ２０２，６００ 

２２ ２０４，２００ 

２３ ２０５，７００ 

２４ ２０７，３００ 

２５ ２０８，７００ 

２６ ２０９，４００ 

２７ ２１０，１００ 

２８ ２１０，８００ 

２９ ２１１，６００ 

３０ ２１２，７００ 
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３１ ２１４，６００ 

３２ ２１６，４００ 

３３ ２１７，８００ 

３４ ２１９，８００ 

３５ ２２１，８００ 

３６ ２２３，８００ 

３７ ２２４，７００ 

３８ ２２６，６００ 

３９ ２２８，５００ 

４０ ２３０，３００ 

４１ ２３２，２００ 

４２ ２３３，９００ 

４３ ２３５，６００ 

４４ ２３７，３００ 

４５ ２３８，２００ 

４６ ２４０，０００ 

４７ ２４１，８００ 

４８ ２４３，６００ 

４９ ２４５，２００ 

５０ ２４６，７００ 

５１ ２４８，２００ 
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５２ ２４９，４００ 

５３ ２５０，４００ 

５４ ２５１，９００ 

５５ ２５３，４００ 

５６ ２５４，８００ 

５７ ２５５，９００ 

５８ ２５７，２００ 

５９ ２５８，４００ 

６０ ２５９，６００ 

６１ ２６０，９００ 

６２ ２６２，３００ 

６３ ２６３，６００ 

６４ ２６４，９００ 

６５ ２６５，９００ 

６６ ２６７，４００ 

６７ ２６８，９００ 

６８ ２７０，４００ 

６９ ２７１，８００ 

７０ ２７３，２００ 

７１ ２７４，６００ 

７２ ２７６，０００ 
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７３ ２７６，９００ 

７４ ２７８，２００ 

７５ ２７９，５００ 

７６ ２８０，８００ 

７７ ２８２，１００ 

７８ ２８３，３００ 

７９ ２８４，４００ 

８０ ２８５，５００ 

８１ ２８６，６００ 

８２ ２８７，８００ 

８３ ２８９，０００ 

８４ ２９０，２００ 

８５ ２９１，１００ 

８６ ２９２，１００ 

８７ ２９３，１００ 

８８ ２９４，１００ 

８９ ２９４，９００ 

９０ ２９５，８００ 

９１ ２９６，７００ 

９２ ２９７，６００ 

９３ ２９８，０００ 
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９４ ２９８，８００ 

９５ ２９９，６００ 

９６ ３００，４００ 

９７ ３０１，３００ 

９８ ３０２，１００ 

９９ ３０２，９００ 

１００ ３０３，７００ 

１０１ ３０４，５００ 

１０２ ３０５，０００ 

１０３ ３０５，５００ 

１０４ ３０５，９００ 

１０５ ３０６，１００ 

１０６ ３０６，３００ 

１０７ ３０６，６００ 

１０８ ３０６，８００ 

１０９ ３０７，０００ 

１１０ ３０７，３００ 

１１１ ３０７，５００ 

１１２ ３０７，８００ 

１１３ ３０８，０００ 

１１４ ３０８，３００ 
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１１５ ３０８，６００ 

１１６ ３０８，９００ 

１１７ ３０９，１００ 

１１８ ３０９，４００ 

１１９ ３０９，７００ 

１２０ ３０９，９００ 

１２１ ３１０，１００ 

１２２ ３１０，３００ 

１２３ ３１０，５００ 

１２４ ３１０，７００ 

１２５ ３１０，９００ 
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